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はじめに

イギリスにおいては，義務教育終了後における学校在籍者の率は高くな
い。1979-80年度では，１６歳人口（16歳に達するまでが義務教育）のうち

（１）
全日制の学校(school)に在学している者は28%であった。OECDのデー
ターによっても，1984-85年度の16歳から19歳までの年齢人口のうち正規
の教育を受けている者の率(enrolmentratesinformaleducation)は38
％であり，ドイツ(82％)，スイス(74％)，アメリカ(71％)，オランダ(６６
％)，カナダ（63％)，フランス（62％）の七ヶ国のうちで最も低いことが

（２）
示されている。しかし，このことは，イギリスの国民が教育に関心を持っ
ていない，あるいは，教育の機会力罫乏しいことを意味しない。
D.エクリス卿(SirDavidEccles,1954～1957教育相）は，教育大臣当

時に「イギリス人は，これまで勉強好きな人種だと思われようと願ったこ
となどなかったと思う。しかし事実はどうだろうか。この冊子を読んだ人
は，非常に多くの市民が，自分の仕事とは全く関係のないことを-多くの
場合,ただ楽しみのためだけに-学ぼうとして,夜間のクラス(eveningclasses)
に行っていることを見い出して驚くに違いない｡」と述べ，さらに，生活水



18特集諸外国の生涯教育一理念，現状，展望一

準の向上とともに，より多くの成人が知識をひろげ技術を高めるために，
（３）

学習に意欲を燃やすようになるであろうと予測していた。
教育の問題は，青少年期における学校教育だけで論じてはならないので
あり，特にイギリスでは，義務教育後における教育機会が多様化している
ことに注目しなければならない。

1．学校終業者(SchoolLeavers)の学習機会

1987-88年度の学校終業者(schoolleavers)に関する統計によれば，学
（４）

校終業者の進路等について次のことが明らかである。
①学校教育終了後，全日制(full-time)の教育を継続した者は32.8%,
就職した者は52.5％，進路不明の者は14.7％であった。

②学校終業者のうち，義務教育終了とほぼ同時に学校を離れた者（1987
年８月31日に15歳だった者）は68.2％，１年後（16歳）は10.7％，２

（５）
年後（17歳）は18.6％，３年以上後（18歳以上）は2.5％であった。

③義務教育終了とほぼ同時に学校を離れた者のうち全日制の継続教育カ
レッジ等に進んだ者は23.4％（就職者60.5%,進路不明16.1%)であ
った。

④学校教育終了後に大学等の学位課程およびポリテクニク等の教員養成
課程に進んだ者は全学校終業者の10.4％であるが，この大学等進学者
の95.5％は義務教育後２年以上学校に在学した者であった。
これらのことから，義務教育終了の時点で全日制の教育を学校および継

続教育カレッジ等で続ける者は50％弱（1987-88年度中に16歳になった者
の総人口を1987-1988年学校終業者と同数と仮定すれば，学校に継続して
在学する者は31.8％,全日制の継続教育カレッジに進む者は16.0％であり，
合計47.8％となる）であり，同年齢人口のうち大学等の学位課程およびポ
リテクニク等の教員養成の課程（高等教育の主たるコース）に進む者は約

（６）
10％であると推計できる。
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また，1987年の継続教育に関する統計によれば，1987年11月の時点で，
16歳の，全日制を除く継続教育機関（成人教育センターは含まない）在籍
者は131,863人であり，1986-1987年度に義務教育終了とともに学校を離れ
て就業した者（315,600人）および進路不明者(72,540人）の合計の34.0%
になる。この数は1986-1987年度の全義務教育終了者（義務教育終了後も
学校につづけて在籍する者を含む）を715,990人(1986-87年度の学校終業

（７）
者の総数）と仮定した場合の18.4％である。
すなわち，現在では，義務教育終了後も学校および継続教育機関におい
て引続き全日制および定時制で教育を受けている者は1987年及び1988年の
統計に基づいて70％弱（上記の47.8％と18.4％を加えれば66.2％になる）
と推計することができる。しかし，学校終業後１年あるいはそれ以上経過
してから継続教育機関（全日制，定時制）に就学する者も決して少なくは
なく，そのことからすれば，同年齢人口のなかで義務教育終了後，学校，
継続教育機関等で，全日制あるいは定時制の教育を受ける者の比率は，そ
れよりもかなり高くなることが推測できる。

2．継続教育機関の教育及び在籍者

学校終業者が教育を継続する主たる教育機関は大学(University)と，主
として地方教育当局等が設置，維持する継続教育機関(FurtherEducation
Establishment,-Polytechnic,TechnicalCollege等）である力§，大学進学
者は1987-88年度では全学校終業者の6.3％であるから,学校終業者で教育
を継続しようとする者の多くが学習するのは継続教育機関においてである。
ただ継続教育の概念は広く，どこまでを継続教育の範囲とするかは必ずし

（8）
も明確ではない。
一般に学校は普通教育(generaleducation)の機関であり，継続教育機

関(特にカレッジ)は技術教育(technicaleducation),職業教育(vocational
education)の機関であるとされる（その場合，非職業的一教養的，余暇活
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動的一教育をする機関は，概念的に継続教育に含まれながら，事実上は成
人連続教育<adultcontinuingeducation>として区別される)。したがっ
て，大学に進学しようとする者，高度の専門的職業に就こうとする者は，
義務教育終了後も引続き学校に在学し第六級(thesixthform)で学ぶの
が一般的である。ただ，近年，１６歳人口は急速に減少しつつあり（イング
ランドおよびウェールズでは，1981年ｶｶ841,000人でピークであり，1993年

（９）
がその34％減の556,000人で底になると推計されている),それに対応して
第六級のみを連合した第六級カレッジ(SixthFormCollege-学校の範濤
に含まれる，1967-68年度に２校,1979-80年度に97校）および継続教育
とともに第六級も併置した第三段階カレッジ(TertiaryCollege-継続教育
機関の範濤に含まれる，1970-71年度に１校，1979-80年度に15校）が設

00）
けられる傾向がみられる。また，経済活性化のために技術教育，職業教育
が重視されるようになり，学校にも職業教育が導入され（技術職業教育計
画-TheTechnicalandVocationalEducationlnitiative-TVEI,1983
年から14～18歳の者を対象に始められた)，かつ，継続教育機関でもGCSE
あるいはＡレベルの試験のためのコースも設けられるようになり，学校と
継続教育機関の内容的な差は従来のように明確ではなくなった。
継続教育機関は,これまで,上級継続教育(AdvancedFurtherEducation)
と普通継続教育(Non-AdvancedFurtherEducation)に区分された。一
般的にはポリテクニク，教員養成機関，高等教育カレッジ等（大学等と同
じ<,Aレベル取得あるいはそれに相当する資格を入学条件とする教育機
関）が上級継続教育機関であり，技術カレッジ，継続教育カレッジ，第三
段階カレッジ等のさまざまな名称のカレッジ（主として普通一上級でない
-程度の職業資格を取得するための教育機関で，義務教育期間を終ってい

ること以外には入学資格は特に定められていない場合が多い）が普通継続
（11）

教育機関である。なお，専ら成人教育のみのための機関（成人教育センタ
-<AdultEducationCentres>)は，普通継続教育機関とは別個なものと

されている。しかし，ポリテクニクに普通継続教育のコースが，また，普
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通のカレッジに上級継続教育のコースカざ置かれている場合もあり，それぞ
れの教育機関の教育内容は，教育機関毎に上級のみ，普通のみと限定され
ているのではない。1988年教育改革法によって，ポリテクニクおよび高等
教育カレッジ（教員養成を含む）は高等教育に位置づけられたが，この場
合でも，高等教育は財政的(管理運営的)に大学基金審議会(theUniversity
FundingCouncil)の対象となっている大学およびポリテクニク･カレッジ
基金審議会(thePolytechnicandCollegeFundingCouncil)の対象とな
っている教育機関を意味するのであって，そこで行われている教育のすべ
てが高等教育であることを意味するものではない（大学でも一般成人を対
象としたさまざまな教育が行われている)。なお，同法によってポリテクニ
クおよび高等教育カレッジを除いた継続教育が継続教育とされ，従来の上

（卿
級継続教育，普通継続教育の区分はなくなった。すなわち，ごく一般的に
言って，義務教育の終了後それに引続いて学習を継続するのが継続教育で
あり，学校（および継続教育機関）の第六級（およびそれに相当する課程）
の終了後それに引続いて学習を継続するのが高等教育であるという図式に
なったのである。
継続教育機関における履修の形態(modeofattendance)も多様である。
学校の履修形態は全日制(full-time)であるが（大学では全日制，定時制
<part-time>になっている),継続教育機関（ポリテクニク等も含めて）
では，全日制(full-time),短期全日制(shortfull-time),サンドイッチ
制(sandwich)-この三つがほぼ全日制として括られる-，集中解放制(block
release),週一日終日解放制(dayrelease),昼間定時制(part-timeday),
夜間定時制(eveningonly)-これらがほぼ定時制として括られる-にな
っている。このうち，サンドイッチ制はカレッジ等でのフル・タイムの学
習と工場等の現場での実習が交互に行われる仕組みであり，フル・タイム
の学習の期間は年間18週以上でなければならない。集中解放制は年間数週
間，フル・タイムで雇主が従業員を有給のまま継続教育機関に就学させる
仕組みであり，就学の期間はサンドイッチ制より短かい。週一日終日解放
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制は一定期間にわたり週一日（あるいは半日を二日）仕事から離れ，有給
で業務に関連することを継続教育機関において学習させる仕組みである。
継続教育機関は，主として，就労している者に対して，一定期間，多様な
形態で，業務に関連ある事柄を学習させる教育の機関として発展してきた
のである。
また，主として非職業的教育を成人に対して行う教育機関（成人教育セ

ンター，大学成人教育部<adultcontinuingeducationdepartment.extra
-muraldepartment>,WEA等）では解放制以外の昼間定時制および夜間

定時制が一般的であるが，短期宿泊型カレッジ(ashort-termresidential
college)では１日から14日の期間にわたる短期コースの学習機会を提供し
ている。
1987年のイングランドにおける継続教育機関の在籍状況（現時点で得ら

（１３
れた最も新しい数値）は表１，表２のようである。

表１継続教育機関在籍者（1987年11月現在，イングランド）
上 級 継 続 教 育 ( A F E ) 4 5 3 , 6 0 8 人
普 通 継 続 教 育 ( N A F E ) 1 , 6 7 2 , 2 9 4 人
成 人 教 育 セ ン タ ー 1 , 3 7 1 , 0 3 7 人
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表１に示されているように，成人教育センターを含めた継続教育機関在
籍者は約350万人であり，そのうち普通継続教育のコースで学習している者
が最も多く，上級継続教育のコースで学習している者の約3.7倍である。ま
た，成人教育センター(従来のEveninglnstitute)の在籍者は140万人弱で
あり，この機関が成人教育のなかで極めて重要な位置をしめていることが
理解できる。表２は履習形態別に継続教育在籍者の状況を示したものであ
るが，上級継続教育のコース（1988年以後はそのほとんど力:高等教育機関
の在籍者とされる)では全日制が最も多く（サンドイッチ制を含めると56.3
％)，普通継続教育のコースでは定時制が78.9％であり，そのなかでも夜間
定時制が最も多い(38.4％)。成人教育センターでは，その在籍者が非職業
的（教養的･余暇活動的）学習を目的とした一般成人であることもあり（１８
歳以上が95.5％）夜間定時制が７割弱を占めている。

3．成人の学習機会

普通継続教育コース在籍者のうち16～18歳は37.5％(約63万人)，１９～２０
歳は8.3％（約14万人）であり，ことに全日制では16～18歳は79.7％（約２８
万人)，１９～20歳は7.4%(約３万人）であり,２0歳以下の若年層が87%と
大部分を占めている。上級継続教育のコースにおいても，１６～20歳が36.7
％（約17万人)，２１～24歳が28.8％（約13万人）であり，全日制では16～２０
歳は50.4％（約13万人)，２１～24歳が31.2％（約８万人）であって，若年層
が81％と大部分を占めている。しかし，定時制（解放制を含む）特に夜間
制においては，２１歳以上の者が圧倒的に多くなる。
イギリス全体では1986-87年度の高等教育機関在籍者（大学およびポリ

テクニク等）は全日制61.2万人，定時制（大学，公開大学，ポリテクニク
等)35.9万人であり，そのうち21歳以上の在籍者は全日制で45.9％(21～２４
歳が29.1％(<17.8万人>，２５歳以上が16.8％<10.3万人>)，定時制では85.8
％（21～24歳が19.2％〈6.9万人>，２５歳以上が66.6％〈23.9万人>）である。
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また，継続教育機関在籍者（ポリテクニク等は除かれている）は，全日制
（サンドイッチ制を含む)38.4万人，定時制(昼間制，夜間制を含む)146.3
万人であり，そのうち21歳以上の在籍者は52.1％（96.3万人）である。な
お，成人教育センターの在籍者は156.5万人であり，その大部分は成人であ
（14）

る。
継続教育機関（ポリテクニクをここでは含む）の在籍者をイングランド

（1＄
に関して年齢別にみると表３のようである。
継続教育機関全体についてみれば，全日制に関しては若年層が中心（普
通継続教育は16～18歳，上級継続教育は19～24歳）であるが，定時制に関
しては，２１歳以上の成年層が主流となっている。継続教育機関在籍者のう
ち，２１歳以上の者についてみれば，各年代毎の全日制在籍者の比率は，２０
歳代前半で34.1％（9.7万人),２0歳代後半で9.2%(３万人),３０歳代前半
で13.0％（1.7万人),３０歳代後半から40歳代前で9.8%(1.9万人),４0歳代
後半から50歳代後半で5.1%(0.5万人),６0歳以上で2.7%(0.5万人）であ
り，それに対し，各年代毎の定時制在籍者の比率は，２０歳代前半で65.9％
（18.7万人うち夜間制は9.3万人)，２０歳代後半では90.8％（29.9万人うち
夜間制は18.1万人),３0歳代前半で87.0%(11万人うち夜間制６万人),３0
歳代後半から40歳代前半で90.2%(17.2万人うち夜間制9.4万人),４０歳代
後半から50歳代後半で94.9％(9.2万人うち夜間制5.3万人)60歳以上で97.3
％（16.2万人うち夜間制7.9万人）となっている。なお定時制のうちでは夜
間制が20歳代前半(49.7%),６０歳以上(48.8%)を除き，半数を上回って
いる（20歳代後半から50歳代後半で57.7%)のであり，成人の学習におい
ては，夜間の学習が重要な位置をしめている。
上級継続教育についてみれば，基本的にＡレベルを取得した者が対象と
なることから全日制では18～24歳の者が81.4%(20.8万人）を占めている。
定時制では21～44歳の者が73.3％（14.5万人）を占め，成人中心であるこ
とが示されている。また，普通継続教育と異なり，定時制よりも全日制の
在籍者の方が多い(全日制56.3％)。このことは，ポリテクニク，高等教育
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表３年齢別，継続教育機関在籍者（1987年11月現在，イングランド）

上級継続教育(AFE)
全 日 制定時制 総 数

普通継続教育(NAFE)
全 日 制定時制 総 数

AFE
十

NA F E

歳
歳
歳
歳
歳
一
歳
一
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一
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一
歳
一
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一
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歳
上

略
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肥
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別
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弱
“
妬
開
帥
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価
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( 人 ） （ 人 ）
1 ２ ８
6 9 8 ３ ５ ７

31 ,0257 ,338
48,045１４,２１２
48,94515,415
79,81351,025
(19,953)(12,757)
21.05538.168
(4,211)(7,634)
10.79524.153
(2,159） (4,831)
１１,５７９31,910
(1,158)(3,191)
2,1019,741
(140）（649）
6 ４ ４ ６ ４
(13）（93）
１,３１７5,365

(人）
2０

1,055
38,636
62,257
64,360
130,841
(32,710）
59,223
(11,845）
34,948
(6,990)
43,489
(4,349）
11,842
（789）
５２８
(106)
6,682

( 人 ） （ 人 ）
133,139123,685
99,849129,594
49,18091,504
17,42064,559
8,86347,352
17,129136,375
(4,282）（34,094）
9,375260,407
(1,875)(52,081)
5,75186,194
(1,150)(17,239)
7,206140,090
(721)(14,009)
2,82482,731
(188)(5,515)
17726,930
(35）（5,386）
2,946129,014

(人）

256,824
229,443
140,684
81,979
56,215
153,504
(38,376）
269,782
(53,956）
91,945
(18,389）
147,296
(14,730）
85,555
(5,703）
27,107
(5,421)
131.960

(人）

256,844
230,498
179,047
144,236
120,575
284,345
71,086)
329,005
65,801)
126,893
25,379）
190,785
19,079)
97,397
(6,493）
27,635
(5,527）
138.642

Ｉ

ｉ

ｉ

ｉ

計 255.449198.159
100％100％

453,608
100%

353,8591,318,435
100%100%

1,672,294
100%

2,125,902
100%

一
歳
一
歳
一
歳
一
歳
歳
上

略
肥
岨
別
飢
羽
帥
開
帥
以

(％）(％）

3.9

15.0

45.0

33.2

２．９

12.4

38.0

39.5

９．６

０．５

(％）

８．８

２７．９

４１．９

１９.９

１．６

(％）(％）

2６．２

8.5

30.1

23.4

11.8

79.7

７．４

７．５

４．５

０．９

(％）

37.5

8.3

25.3

19.4

９．５

(％）

31.3

12.5

28.9

19.5

７．８

全日制にはサンドイッチ制を含む
定時制には解放剤，昼間定時制，夜間定時制を含む
（）内は，年齢群を各年齢に平均した数
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カレッジ等が中心の機関であり，制度的に整備されていることを示してい
る（教育内容の程度からも要請されることもあるが)。
普通継続教育についてみれば，これらの教育を行う機関は，歴史的に，
若年就業者に商・工業の実務に関する知識・技術の教育・訓練を行うため，
ロンドン・シティ・ギルド協会(theCityandGuildLondonlnstitute,
1878年設立）等の資格試験団体とともに成立，発展してきたのであり，定
時制（とくに解放制part-timerelease)が主体であった。現在でも定時制
在籍者の比率が高い(定時制78.8％，全日制21.2％)。また，１６～18歳の年
齢層では定時制在籍者の77.3％（26.7万人）が昼間解放制在籍者である。
全日制在籍者は20歳以下で87％（28.2万人）を占め，定時制在籍者は21歳
以上で65.3％（86.2万人）を占めているが，そのうちの60.0%(51.7万人）
は夜間制の在籍者である。
２１歳以上の成人の継続教育機関在籍者の学習目的（取得を目指す資格）

（１０
を示したのが表４である。上級継続教育では,CNAA(CouncilforNational
AcademicAwards,全国学位認定審議会),専門的職業資格,BTEC
(BusinessandTechnicianEducationCounicil,商工業教育審議会）上
級資格，教員資格を取得しようとする者で82.8％（24万人）を占めている。
普通継続教育では,最も多いのが,資格試験等の伴わない一般教育(unspeci-
fied,non-examinable)であり，成人在籍者の58.3%(56.3万人）を占め
ている。このことは，成人にとっては継続教育機関に在籍して学習するこ
と力ざ，必ずしも職業資格等の取得を目的とするものでない場合が少なくな
いことを示している。また，中等教育一般資格(GeneralCertificateof
SecondaryEducation,一般には16歳で受験)取得を目指している者が7.1
％（6.9万人）いるのであり，いわゆる学校教育資格取得のための教育も継
続教育機関の重要な機能とされているのである。
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表４成人在籍者（21歳以上）の学習目的
（1987年１１月現在，イングランド）

上級継続教育
（人）（％）

① C N A A 第 一 学 位 7 8 , 7 7 0 ( 2 7 . 2 )
② 専 門 的 職 業 資 格 6 8 , 3 2 0 ( 2 3 . 6 )
③ B T E C 上 級 資 格 5 1 , 9 5 7 ( 1 7 . 9 )
④ 教 員 資 格 4 0 , 9 6 2 ( 1 4 . 1 )
⑤ 上 級 学 位 等 2 4 , 1 7 6 （ 8 . 3 ）
⑥ ポリテクニク・カレッジ資格 1 0 , 2 2 3 ( 3 . 5 )
⑦ そ の 他 上 級 資 格 8 , 2 0 5 ( 2 . 8 )
⑧ 大 学 第 一 学 位 5 , 4 4 8 ( 1 . 9 )
⑨ 高 等 教 育 資 格 1 , 8 9 8 ( 0 . 7 )

289,959人(100%)計

普通継続教育
(人）（％）
（58.3）
(11.6)
(10.2)
（７．６）
( 7 . 1 )
（５．８）
（４．２）
（０．８）
( 0 . 2 )
(0.002)
（0.001）

①一般教育（資格試験無し）
②専門的職業資格
③CGL I
④一般教育（資格試験有り）
⑤GCSE
⑥G C E Aレベル
⑦BTEC
⑧ポリテクニク・カレッジ資格
⑨その他特殊資格
⑩CSE・CEE
⑪GCEASレベル

563,382
111,925
９８，８３６
７３，１６１
６８，８４３
５６，３６８
40,321
７，８４９
2,001
１９
１３

966,537人(100%)計

成人教育における職業，技術教育の重視４．

1944年教育法では,｢義務教育年齢をこえた者に対する全日制および定時
制の教育」が継続教育であり，地方教育当局にはそのための適切な施設を
提供する義務があるとされていたが(第41条)，1988年教育改革法において
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も「義務教育年齢をこえた者に対する全日制または定時制の教育（職業訓
練，社会的訓練，身体的訓練，レクリエーション的訓練を含む）および上
記の教育の領域とのかかわりにおいて行われる組織的な余暇時間活動」力：
継続教育（高等教育は含まない）であり，「すべての地方教育当局は，その
管轄する地域に，継続教育のための適切な施設を設置する義務を有する」

（1り
ことが規定されている（第120条)。それゆえ，継続教育機関の大部分は地
方教育当局が設置し維持しているものである。
しかし，イギリス経済の不振，失業の増大という状況を背景に,1970年

代に入り，継続教育にもさまざまな変化が生じた。
政府は1973年７月雇用及び訓練法(EmploymentandTrainingAct)を
成立させ，雇用相の下に雇用と訓練の業務を総合的に実施する機関として
労働力事業委員会(ManpowerServiceCommission)を設置した。MSC
は1972年から実施されていた訓練機会計画(TrainingOpportunities
Scheme-TOPS)-原則として19歳以上の若年及び壮年失業者を地方教育当
局の継続教育機関等で半年から１年以内の期間にわたり訓練する制度一を
継続して実施したほか，新たに青少年機会計画(YouthOpportunities
Scheme-YOP)-16～18歳の失業青少年に対し継続教育カレッジ等で２週
間から１年の期間の職業準備教育を行う計画で1978年から実施された一等

０ｍ
の事業を積極的に展開した。
1979年に保守党のサッチャー政権が成立し，政府は産業訓練制度の一層
の充実を図るが，産業訓練政策の重点は，①利益を生むように新技術を利
用し，生産性を向上させ，経済成長を促進するのに訓練が効果的な寄与を
するようにすること，②若者たちのための職業準備教育を拡充すること，
③成人が熟練職業に就き,又は再訓練によってその技能を向上させる(update
orupgrade)機会を増大させること，④効率的な訓練方法をさらに普及さ

（1’
せ,かつ適正な基準が設定され,到達できるようにすること，に置かれた。

YOPは青少年訓練計画(YouthTrainingScheme.YTS)-義務教育
年限終了とともに学校を離れた未就業の青少年に１年間の基礎的訓練を行
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う計画一に再編成され，1983年９月からYTS力罫実施され，さらに,1986年
からYTSは２年制に延長された。また,MSCは1987年に18歳から25歳の
失業している者に対する対策として職業訓練計画(JobTrainingScheme-
JTS)を実施した(1988年からこの期間は18歳から定年退職年齢の時期まで
に拡大された)。さらに，成人に対する職業教育･訓練計画として，教育科
学省は1982年にPICUP(専門的，工業的，商業的技能能力改良プログラム
-Professional,IndustrialandCommercialUpdating)を,1984年には

REPLAN(失業している成人に学習機会を提供するう°ログラム）を開始し
たのである｡MSCは1988年に職業訓練委員会(TrainingCommission-TC)
に，さらに同年のうちに職業訓練機構(TrainingAgency-TA)に改編さ
れるが，このようなYTSを中心とする未就業(失業)青少年等に対する職
業訓練プログラムの積極的な展開は継続教育のあり方に極めて大きな影響
を与えた。

、０
継続教育の在籍者数及び機関数の変化を示したのが表５である。この表
からも明らかなように，全日制（サンドイッチ制を含む）の在籍者は1987
年には1970年の1.7倍(教員養成コースを除くと2.2倍）に増加している力:，
成人教育センターの在籍者は1.2倍とほとんど変わらない(1975年に比らく
れば0.9倍で減少している)。機関数は継続教育機関（成人教育センターを

表５継続教育機関在籍者数及び継続教育機関数（イングランド）

在籍者数（単位千人） 機関数
継続教成人教育
育機関センター

全日制篝間焉篝間焉 成人教育
センター

363(104)
462（９４）
483（２８）
582（２７）
609(２９)

1970年
1975年
1980年
1985年
1987年

716
712
701
763
854

716
776
616
640
776

1320
1847
1543
1418
1371

3115
3797
3343
3430
3636

532
496
475

4067
2616
2412

（）内は教員養成コース在籍者，内数
ポリテクニクは含む
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除く）も成人教育センターも1980年に比べて1987年には減少しているが，
前者は0.89倍であるのに対し,後者では0.59倍であり減少率は著しく高い。
成人教育センターはかつての夜間学校(Eveninglnstitutes)でありイギ
リスの最も代表的な成人教育機関の一つである。初等学校，中等学校等の
施設を用いて，主として夜間に開かれる，教養的，余暇活動的，趣味的な
（その意味で非職業的）な学習のための機関であり，その対象は一般の成
人である。
成人教育センターの減少は，一般には，政府の財政政策によるものであ
ると言われている。すなわち「近年の政府の財政引き締め政策は青少年及
び成人の教育(theyouthandadulteducation)を特に困難なものとした。
地方教育当局は学校やカレッジの予算をまず守らなければならない主要な
領域だと考えた。その結果，青少年クラブ(youthclub)は閉鎖され，成

伽）
人教育の受講料は一挙に跳ね上った」とされる。ごく最近のダービシャー
での調査によれば，この地域の非職業的成人教育(non-vocationaladult
education)においては,これらのクラスの受講料は240パーセント上昇した
と報告されている。そのためここでは経済的に余裕のない人（主に主婦，
高齢者，労働者階級の人達）は出席するのを取り止めるようになり，その
席はより経済的に余裕のある中流階級の人々に取って代わられ,その結果，
在籍者の数は減少するということは無かったが，在籍者の社会構成は大き

”
〈変わったと報告されている。
成人に対する職業技術教育が積極的に推進されているのとは対照的な状

況が非職業的成人教育にはみられる。今後も，少なくとも近い将来におい
ては，国は財政的にも成人の職業教育に力を注ぐものと予想されている。
これまでイギリスでは伝統的に｢為すこと(doing)」より｢知ること(knowing)」
を，すなわち，職業的能力よりアカデミックな知識を高く評価してきた。
教育においてもそのような知的な教育に優位な地位を与えてきた。しかし，
現に職業に就いている者，あるいは職を求めている者の職業的技術的能力
を高めるための教育こそ重要であり，そのような教育こそがすべての者に
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開かれた学習機会になり得るという考え方が積極的に主張されているので
”

ある。

5．学習機会の多様化とそれへの対応

MSC(現在のTrainingAgency)は1986年に公開カレッジ(theOpen
College)を開設し,1987年９月から最初のコースを開始した。この放送利
用を中心とする公開カレッジは職業に就いている者が全く自己のペースで
学習を続けることにより，自己の職業的能力を維持・向上させることを意
図したものであり，成人の職業教育の重要な仕組みになるものと期待され

“
ている。放送・通信を中心とする公開学習(OpenLearning),遠隔教育
(DistanceEducation)は，各地域の継続教育カレッジを学習基地として
活用することにより，「学習者が，どのように学ぶか，いつ学ぶか，どこで
学ぶか，何を学ぶかを，自由に選択できる学習」として機能しうるのであ
り，成人教育の分野として重視されてきている。
地方教育当局等による公的な成人教育の分野のみでなく，私立の教育機
関による成人に対する学習機会の提供あるいはYMCA,YWCAのような
民間団体による教育活動も，長い歴史を背景に多様な形で行われており，
その複雑さは容易に理解できるものでないとさえいわれる。また，それに
関して，教育，学習，訓練の機会が私的（民間）の分野で豊富に存在する
ことは望ましいことではあるが，他方では，成人教育の国全体としての重

＠馴
要さに対する政府等の認識を弱める恐れのあることが指摘されている。多
くの場合，高い授業料を払って非職業的（教養的）な学習を続けようとす
る者は，既に平均以上の教育を受けた者なのであり，非職業的な成人教育
に対する政府等の関心が薄れ，私的努力や民間に依存する度合が強くなる
にしたがって，非職業的成人教育は恵まれた中流階級の人々の学習の場に
なる可能性をはらんでいるのである。
先に述べたように成人教育センターには相対的に縮少の傾向がみられる
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が,なお継続教育機関在籍者の約40%は成人教育センターの在籍者であり，
”

大学の成人教育部,WEAの在籍者約40万人を加えれば,1987年の時点でイ
ングランドでは約180万人が主として教養的学習に取り組んでいると推計で
きる。このことからすれば，職業的成人教育と非職業的成人教育の均衡の
とれた発展をどのように図っていくかが重要な課題となっているというこ
とができる。
さらに，最近の成人教育分野での最も重要な発展は学習情報システムの

”
整備であると言われる。最も代表的なデーターベースは1983年に教育科学
省の基金で開設されたECCTIS(EducationalCounsellingandCredit
TransferlnformationService)であるが，現在700以上の機関における
60,000以上のコースについての情報を有している。このような機関におけ
る情報提供の充実は，一層複雑になってくる継続教育（成人に対する非職
業的教育を含む）においては欠くことのできない条件であり，そのことに
よって継続教育の体系化が促進されることが期待されていると考えること
ができる。

(注）
(1)なお，その他に，普通継続教育機関で全日制の教育を受けている者が14%いる。
ParliamentaryAnswer,Apri l30,1981による,TheLabourParty:16-19:
LearningforLife,p､12,1982.

(2)OECD:PathwaysforLearning,p.55,1989.
(3)Eveninglnstitute(MinistryofEducationPamphletNo.28)の序文,p.iii,1956.
(4)DepartmentofEducationandScience:StatisticsofEducation,School
LeaversGCSEandGCE,1988によった。なお学校終業者(Schoolleavers)は，
学校（初等学校，中等学校を学校といい，大学，ポリテクニク，カレッジは学校で
はない）での教育を終了して，社会に出た者および，大学，ポリテクニク，カレッ
ジ等に進学した者であり，１６歳に達し義務教育の期間が終わるとともに学校を離れ
る者から，第六級(theSixthForm)を終えて大学等に進学するため学校を離れる
ほぼ18歳前後の者までを含んでいる。

(5)イギリスでは，義務教育の終了について，１６歳に達した日の属する学年の終りま
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での就学を義務付けていない。なおGCSEの試験はほぼ16歳段階で,GCEのＡレ
ベルの試験は18歳段階で行われる。角替弘志「義務就学の始期･終期」『学校教育研

究４』（日本学校教育学会編）1989年，参照
(6)1987-88年度の学校終業者のうち大学等の学位課程および教員養成課程への進学の
状況は次の表（表６）の通りである。
表61987-88年度学校別・学校終業者の大学等への進学状況（イングランド）

（単位千人）
公立学校(MaintainedS.) 私立学校

(Independent.S) 計
その他古合制学校 文法学校

学位課程
大学 ４．５３

(１１.１%)
１．３６

(9.6％）
０.１９

(12.4％）

１２．３５
(30.1%)
２．４８

(17.6％）
０．２５

(16.3%)

41.00
(100%)
14.10
(100%)
l.53

(100%)
56.63
(100%)

２３．６５
(57.7％）
10.08

(71.5％）
1.07

(69.9％）

０.４７
(1.2％）
０．１８

(1.3％）
０．０２

(1.3％）

ポリテク
ニク

その他の
FE

計 34.80
(61.5％）

６．０８
(10.7%)

０．６７
(1.2%)

15.08
(26.6％）

教員養成
ポリテク

ニク
その他の

F E

計

７

１

６

ｊ

０
％
２
％

０

５

０

３

６

４

く

１

１．08
(100％）
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４０．８７
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DES:StatisticsofEducation,SchoolLeaversGCSEandGCE,
１９８８より作成

（７）これらの数字は,StatisticsofEducation,FurtherEducation,1987.および同
SchoolLeaversGCEandCSE,1987によった。

（８）統計では大学も継続教育の項目の下で処理されることもある｡例えばDES:Statis-
ticsofEducation,SchoolLeaversGCSEandGCE.
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(9)Educationforl6～19YearsOlds(MacfarlaneReport)1980,p.10.
(10MacfarlaneReport,p.48.
(11)統計では，コースの内容を次のように分類している。
上級継続教育一上級学位(higherdegree),大学第一学位(firstdegree)
全国学位認定審議会(CNAA)第一学位，商工業教育審議会(BTEC)上級資格，
全国上級技術資格(HND,HNC),高等教育資格(DipHE),専門職資格，カレッ
ジ資格，教員養成，その他
普通継続教育一商工業教育審議会(BTEC)普通資格，国家普通技術資格(OND,
ONC),GCE"A"レベル,GCE@dAS''レベル,GCSE,専門職資格，カレッジ資格，
その他
(DES:StatisticsofEducation,FurtherEducation,1987.による）
また，同統計では，継続教育カレッジを大きく大規模カレッジ(LargeCollege),
小規模カレッジ(SmallCollege),第三段階カレッジ(TertiaryCollege)に，前
二者については，その中をさらに上級継続教育中心(withsignificantAFE),上級
継続教育併置(withsomeAFE),普通継続教育のみ(NAFEonly)に分類してい
る。

(1)角替弘志｢イギリスの1988年教育改革法と継続教育の再編成」『静岡大学教育学部
研究報告，人文・社会科学篇』第40号，平成２年３月。
(13表1,表２はDES:op.cit.(FurtherEducation)1987より作成。
00CentralStatisticalOffice:SocialTrendsl9(1989Edition)pp､59～60.イン
グランドでは1987年の成人教育センター在籍者の96％が18歳以上である。

(１３表３は,DES:op.cit.(FurtherEducation)1987より作成。
(１０表４は,DES:op.cit.(FurtherEducation)1987より作成。
(1W角替弘志，前掲論文
(１０石川俊雄「英国産業訓練制度の新展開｣，職業訓練大学校職業訓練研究センター，
昭和57年３月。
(190utlookonTraining:ReviewoftheEmploymentandTrainingAct,1973,
石川俊雄，前掲論文による。
CO)DES:op.cit.(FurtherEducation)1980,1985,1987より作成
@l)B.Taylor:AParent'sGuidetoEducation,1983.p.185,M.D.Stephens:Adult
Education,1990.p.42.
"M.D・Stephens:op.cit.p､43.による。
@$M.D.Stephens:op.cit.p.111.
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@4)L.Cantor:VocationalEducationandTrainingintheDevelopedWorld,
1989.p.130.

"MD・Stephens:op.cit .p.47.
㈹1985-86年度のイギリス全体での大学成人教育部,WEAの在籍者は男18.7万人，
女28.1万人，計46万８千人である。SocialTrendsl9.p.59.による。

伽データベースについてはM.D.Stephens:op.cit.pp.113～115.参照。
（付記，本稿の執筆において角替由弥子の協力を得た｡）


